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【第１６条】 解雇 

条文 

‣解雇 

解雇は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない場合は、その権利を濫用

したものとして、無効とする。 

解説 

(１) 趣旨 

‣趣旨 

(２) 内容 

① 法第１６条は、最高裁判所判決で確立しているいわゆる解雇権濫用法理を規定し、解雇が「客観的に合

理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない場合」には、権利濫用に該当するものとし

て無効となることを明らかにしたものです。 

なお、法第１６条は、法附則第２条による改正前の労働基準法第１８条の２と同内容です。 
 

② 法附則第２条による改正前の労働基準法第１８条の２については、「解雇権濫用の評価の前提となる事

実のうち、圧倒的に多くのものについて使用者側に主張立証責任を負わせている現在の裁判実務を

何ら変更することなく最高裁判所判決で確立した解雇権 濫用法理を法律上明定したもの」であり、

「最高裁判所で確立した解雇権濫用法理とこれに基づく民事裁判実務の通例に則して作成されたも

のであることを踏まえ、解雇権濫用の評価の前提となる事実のうち圧倒的に多くのものについて使

用者側に主張立証責 任を負わせている現在の裁判上の実務を変更するものではない」ことが立法者

の意思であることが明らかにされており、これについては法第１６条においても同様です。 

解雇は、労働者に与える影響が大きく、解雇に関する紛争も増大していることから、解雇 に関す

るルールをあらかじめ明らかにすることにより、解雇に際して発生する紛争を防止し、その解決を

図る必要があります。 

このため、法第１６条において、権利濫用に該当する解雇の効力について規定したものです。 

【第１６条については、次の裁判例が参考になります】 

○ 解雇は、客観的に合理的な理由を欠き社会通念上相当として是認することができない場合には、権利

の濫用として無効になると判示した日本食塩製造事件最高裁判決（最高裁昭和５０年４月２５日第二

小法廷判決）（→P.74 参照） 


